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荒茶の産地市場の機能変化と流通の課題

―特定実需者向取引の進展と産地の対応―

荒茶の取引は、中小零細な加工業者・流通業者の実需を基本に、品質評価を重視する小口

取引を中心とした流通が形成されてきた。しかし需要の変化に伴い、大手の特定実需者向取

引が進展し、均一な品質や大量流通ニーズへの対応に迫られている。

これに伴い、生産から加工・流通の各段階で様々な構造改革が必要となっており、市場取

引や斡旋取引などの取引形態も多様化している。産地においても茶業・流通センターの運営

や地域一体型の茶業振興などの対応が進展してきている。

中小零細な加工・流通業者と大手の特定実需者のニーズは基本的に異なるものがあり、異

質な要素が流通機構に混在している。このため価格対策や地方市場の活性化など国内産地や

中小零細業者向施策の充実をはかると共に、特定実需者向供給は加工原材料対策を基本に進

めるなど、総合的な加工・流通施策の構築が求められる。

要 旨

はじめに

緑茶は典型的な商品作物として、農産物と

しては特殊な位置付けにあり、茶葉の生産か

ら荒茶の製造、仕上茶の再製加工、消費に至

るまで複雑な流通機構を有している。特に加

工・流通という視点からは、多面的で総合的

な課題を内包している。

荒茶の流通においては、大手の仕上茶再製

加工業者への集中が進展しており、一次製品

である荒茶の購入先として特定実需者の位置

付けが高まっている。こうした特定実需者向

取引の増加は、産地における生産者や加工業

者、流通業者の行動や取引形態に大きな影響

を及ぼしている。

緑茶の生産、流通は、前近代的なものと見

られてきたが、むしろ今日的課題を先取りし

ているともいえる。本稿では、荒茶取引にお

ける産地や流通業者の対応を概観し、総合的

な加工・流通施策の必要性について考察をお

こなったものである。

１　緑茶市場と荒茶取引の概要

∏ 緑茶市場の動向

茶葉を原料とする製品は、緑茶製品と茶系

飲料に大きく類型化される。国産茶を原料と

した緑茶製品は、伝統的に仕上茶、銘柄茶と

しての流通が主体であった。緑茶は嗜好品的

要素が強く、かつては茶専門小売店経由の販

売が主力であったが、現在では量販店販売が

多くなっている。特に包装茶の登場により量

販店ルートが定着し、専門小売店から量販店

へのシフトが一層進展した。これに伴い、製

造面では大量注文への対応や規格化商品を取

り扱える大手の仕上茶再製加工業者のウエイ

トが増加している（注１）。

また、消費者の健康志向等を反映して、緑

茶を原料とした様々な製品が開発されてきて

おり、緑茶関連市場は拡大している。わけて

も、混合茶が先鞭となって、緑茶を原料とし

た茶系飲料市場が急速に拡大している。



（注１）緑茶製品の大手企業は、伊藤園、ハラダ製

茶、福寿園、宇治田原製茶、丸七製茶など

で、販売集中度は上位10社で22.5％ほどと

みられる（日刊経済通信社推計）。

π 荒茶の取引主体

緑茶の取引は、原料である生葉を取引する

「生葉取引」、一次製品である荒茶を取引する

「荒茶取引」、二次加工品を売買する「仕上茶

取引」に大別される。このうち市場による市

況が形成されるのは「荒茶取引」である。

荒茶の取引形態としては、「持込み」「斡旋

取引」「市場取引」といった取引形態がとら

れている。第１図は主産地である静岡県にお

ける加工・流通の概要である。荒茶取引の売

り手は、総合農協、茶農協（注２）、荒茶共

同工場、製茶業者、自園自製業者などである。

荒茶の原料となる生葉は、茶葉の刈取り後急

速に品質が劣化するため、荒茶工場は茶園近

辺に立地している。

流通業者は売り手と買い手を仲介する斡旋

商や仲買商、買い手としては仕上茶再製加工

業者や茶商である。産地には荒茶を買入れ、

加工する仕上茶再製加工業者と仕上茶の保管、

包装、卸売をおこなう産地問屋が存在してい

た。

また茶葉の集荷や荒茶販売についてはＪＡ

や連合会の役割も大きい。茶は古くからの商

品作物であり、独特の商慣行も形成されてき

たが、ＪＡ系統の連合会がベースとなって加

工・販売事業をおこなうケースも多い。連合

会の場合、茶業・流通センターなどの一次加

工と貯蔵、流通を担う施設を運営している

（注３）。

（注２）生産農家の出資による農協法に基づく組合

で、定款で定める業務内容に制限があり、

茶の製造と販売およびそれに付随する業務

をおこなっている。

（注３）県単位の茶業・流通センターを運営してい

るのは、神奈川、山梨、岐阜、三重、奈良、

山口、香川、高知、福岡、宮崎などである。

２　集散地における公設市場の取引

∏ 公設市場における荒茶の取引形態

調査と情報　2004. 5 11

生　葉　生　産�
（茶　　園）�

荒　茶　生　産�
（生葉消費）�

仕上茶生産�
（荒茶消費）�

ドリンクメーカー�
商　　　　　　社�

仕上茶の商業生産�
（仕上茶消費）�

仕上茶の商業生産�
（仕上茶消費）�

卸　売　店�

小　売　店�

ス ー パ ー�
マーケット�

デ パ ー ト �
生　　　協�

消　費　地 �
販売業者�

液体のお茶消費�
（仕上茶消費）�

茶仕上加工業�
（再　製）�

生葉売農家�

茶栽培農家� 製 茶 業 者�

生 葉 流 通�

出荷組合�

自 園 工 場 �

荒 茶 流 通�

茶　市　場�

斡　旋　商�

仲　買　商�

農協斡旋所�
（茶市場）�

総 合 農 協 �

買　　　葉�

共　　　同�
茶　農　園�

川　　　上� 川　　　中� 川　　　下�

仕上茶流通� 仕上茶流通�

直販・通販�

問　　屋�

総 合 農 協�

自 店 小 売 �

茶 　 問 　 屋� 茶 消 費 者�

仲 買 人�

（出典）静岡茶市場「茶の生産・流通・消費の経路図」�

（第１図）茶の生産・加工・流通の概要



静岡茶市場は、茶の流通における公設市場

として、代金決済や取引の円滑化をはかるこ

とを目的として昭和31年に設立された。静岡

県は産地問屋も集中しており、約400社に達

する茶商工業者が立地している。県外産の取

扱高も上昇しており、緑茶の集散市場として

の機能も果たしている。

茶市場の場合、受託販売であり、委託者か

ら茶の販売を受託し、買い手に販売する。買

い手は、一定の資格要件の承認を受けた茶商

工業者で、現在では200社余りが登録されて

いる。売り手としては県内外を問わず参加す

ることができ、静岡県をはじめとして鹿児島

県など主産県の荒茶が上場される。

π　取引の概要

茶市場での取引は、特殊な場合を除けば、

相対または入札取引でおこなわれる。これは

茶の取引において、品質が重視されること、

荷口が極めて多いこと、現品の受渡し期限が

短いなど、茶取引特有の要因により形成され

たものである。

取引に先立って、手合票や込売見本の作成、

親値の決定など取引の準備がおこわれる。取

引される荒茶の見本が拝見台に並べられ、見

本展示と買い手による下見がおこなわれる。

取引開始とともに、売り手と買い手が、値押

しという交渉をおこなう。値段、条件などが

決まると手合の証として手打ちがおこなわれ

取引が成立する。

取引の手合データ（注４）は、コンピュー

タに入力され、荷渡通知書と荷渡確認書が発

行される。現品は、運送会社等を通じ買い手

の倉庫などに配送される。買い手は必要な検

査、検品をおこない、確認書を市場に返戻し、

受渡し完了となる。

（注４）手合データには、手合番号、茶種、売手コ

ード、買手コード、容量・本数、総量、手

合値、支払条件等が入力される。

∫ 特定実需者の購買行動

茶系飲料大手のＡ社の場合、静岡茶市場に
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買参権を取得し、実質的に相当な量を調達し

ているといわれる。しかし買参権を直接行使

することはほとんどない。これは、大手企業

が直接購買行動にでた場合、市況に及ぼす影

響が大きいためとみられている。

このため、大手企業の場合、仕入代行をお

こなう業者を実質的に系列化し、間接的に市

場取引に参加している。荒茶の相場は新茶の

シーズンから右肩下がりになり、一番茶と二

番茶以下の価格差も大きく、これを繰り返す

が、価格が低位に押さえられる傾向がある

（第２図）。このため、市場で形成される価格

の指標性も低下している。

３　荒茶取引の多様化と産地の動向

∏　生産段階における統合化

ａ　茶業振興センターを核とした一貫体系

静岡県の甲ＪＡ管内は、牧の原台地を中心

として県内生産の５分の１を占める主産地で

ある。同ＪＡの特徴は、生産、集荷、加工・

流通の拠点施設である、茶業振興センターを

運営している点にある。

茶業振興センターは、研究所、生産指導セ

ンターのほか、茶の集出荷事務所、貯蔵施設

となる冷蔵倉庫、緑茶の仕上加工施設などを

有し、指導、生産、加工、販売の一貫した体

制整備がなされている。管内には200を超え

る荒茶工場があり、茶（サ）ポートといって

茶農協や農事組合法人、製茶業者の電算経理

事務や法人決算指導までおこなうオンライン

システムも稼動している。

ｂ　茶業振興の組織

同ＪＡにおける茶業振興は、茶業振興協議

会を核に進められており、各地区に茶業委員

会が設けられている。茶業委員会には、生葉

部会、茶農協部会、製茶業部会、手揉み部会

などがあって、茶業振興にかかる取組みをお

こなっている。

管内には約4700の茶生産農家があるが、営

農形態やどこの荒茶工場に出荷しているかに

より類型化される。例えば生葉部会の場合、

第２種兼業農家が多く、摘採した生葉の販売

を主体にしている。茶の専作農家の場合、茶

農協に所属している生産農家が多い。

また自園自製業者や製茶業者にもＪＡによ

る生産指導や経営指導がおこなわれている。

π 荒茶の販売における斡旋取引

ａ　荒茶の販売斡旋

同ＪＡの管内は生産地域であり、静岡市や

掛川市のような産地茶商の集散地でない。集

落単位に茶農協の組織化が進み、共同製茶が

管内全域でおこなわれていた。しかし地元に

有力な産地茶商が少なく、ＪＡを中心として、

荒茶の集荷と販売斡旋がおこなわれてきた。

ＪＡは斡旋人と斡旋委託契約を締結し、販売

機能の強化に役立てた。販売先としては、Ｊ

Ａ管内のほか、近隣の産地問屋に及んでいる。

シーズンには集出荷施設を利用した斡旋が

おこなわれ、朝４時には現物見本が並べられ、

常時100人ほどの生産農家が詰めかける。集

出荷施設には買い手である茶商は入らないが、

指定斡旋人を仲介した電話斡旋がおこなわれ

る。斡旋は、買い手である茶商と売り手であ

る生産農家間で合意が成立すれば取引が成立

する。取引単位は30kgを単位としておこな

われる。茶は品質で評価される要素が強いた

め、斡旋人の信用と品質を見分ける技量が重

要な役割を果たす。
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ｂ　物流や取引管理の合理化

荒茶の取引価格は、早出しの一番茶が品質

が優れ需要があるため、シーズンの開始日が

最も高く、それ以降低下していく。斡旋取引

においては、出荷日、荒茶工場単位の共同計

算となっている。

斡旋が成立すると、各荒茶工場にある現物

はＪＡの茶業振興センターに集荷され、そこ

で分荷され、各茶商向けに出荷される。荷口

は、運送会社によるトラック輸送である。こ

の間の取引情報、集出荷の指図書、送付書の

作成等はセンターの茶（サ）ポートシステム

を通じておこなわれ、取引管理情報の作成や

決済、経理処理にも利用されている。

４　特定実需者との斡旋取引の進展

∏　安定的な実需

Ｂ社は、荒茶を買入れ、精製し、製品化す

る仕上茶再製加工業者で、自社ブランド製品

のほかに全農や日生協のOEM製品なども製

造している。リーフ茶製造においては業界ト

ップ企業に匹敵する取扱量があり、静岡県を

代表する再製加工業者である。

Ｂ社は大正６年創業で、昭和29年から全農

の前身である全購連との取引を始め、昭和45

年には日生協との取引を開始している。零細

企業の多い再製加工業にあって、年商200億

円に達する業界大手企業である。牧の原台地

の金谷町に再製加工工場を有し、ここで精製

した荒茶を島田市の本社工場などで包装、製

品化している。

π 斡旋取引による調達

Ｂ社の本社工場に隣接して、拝見場といわ

れる荒茶の斡旋所があり、地域の斡旋人がサ

ンプル見本を持って参集する。一人の斡旋人

が幾つかの荒茶工場の現物見本を数種持ち寄

る。拝見場に参集する斡旋人は数十人に達し、

見本も膨大になる。取引見本がおかれ、仕上

り、形状、色、風味、光沢、香りなどが吟味

される。

拝見場では、仕入れ責任者が品質に応じて

値決めをおこなっていく。この情報は斡旋人

を通じて、産地の集出荷場に伝えられ交渉が

行われる。条件が折り合えば取引成立となり、

現物が搬入される。こうした取引がシーズン

中は毎日繰り返され、早朝から仕入れがおこ

なわれる。製茶加工業にとって、原料である

荒茶の品質と仕入れが最も重要な要素となる。

５　後発産地における統合化の動向

∏　荒茶工場との連携

鹿児島県のような後発産地では、生葉の生

産においては、土地基盤を整備し低コスト生

産を進めている。例えば知覧町の垂水地区茶

生産団地などは、県内有数の規模を誇り、乗

用型の大型機械での摘採がおこなわれている。

乗用型大型機械は生産者が共同で出資する荒

茶工場が保有しており、集団経営による運営

がおこなわれている。

地域には、生産組合や有限会社、個人の荒

茶工場が約40ほど存在し、摘採された生葉を

荒茶工場に搬入し、一次加工をおこなう。茶

は摘採後すぐに荒茶にしないと品質が劣化す

るため、生産者と荒茶工場は緊密な連携関係

にある。

π　荒茶の販売

荒茶の販売は、専ら鹿児島県茶市場を通じ

て、茶市場の入札業者を通じ実需者に販売さ
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れる。鹿児島県茶市場の入札は、見本ごとの

バーコード入札取引によりおこなわれている。

鹿児島県茶市場は、荒茶の物流センターとな

っており、各荒茶工場は現物を同市場に搬入

する。

茶の後発産地として、全国的に一定の評価

を獲得し生産を拡大していくためには、共同

組織による集団化が不可欠であった。生産か

ら加工、流通の一連の流れにおいて、知覧町、

農業改良普及センター、ＪＡが深く関与して

いる。特に知覧町の場合、茶業振興会の役割

が大きく（注５）、地域の茶業振興の全体計

画を策定し実践するうえで主導的役割を果た

してきた。

（注５）知覧茶業振興会には、加工部（荒茶工場）、

栽培部（生産者）、流通部（問屋・小売業）、

青年部（後継者）、婦人部（女性組織）、銘

茶研究会（銘柄茶の普及・開発）、機械化

研究部（乗用大型機械の改良）の各部会が

置かれ、各組織が連携して地域としての茶

業の確立に取り組んでいる。

∫　茶系飲料の原料供給

いま一つ注目すべき背景は、系統果汁工場

の清涼飲料パッカー化の進展である。茶系飲

料の製造は、OEM製造が主体で、委託者で

ある飲料メーカーによる指定原料を使用して

おり、県の連合会などが運営する茶業・流通

センターなどから調達している。C茶業セン

ターの場合、仕上茶製造と販売をおこなって

いる。荒茶を仕入れ、リーフ茶を製造すると

ともに、茶系飲料用の原料となる仕上茶を製

造し、原料を供給している（注６）。

後発産地においては、管内で生産された荒

茶の一元集荷、多元販売が主体である。自園

自製や共同工場で製造された荒茶は、茶業・

流通センターに集荷され荷受される。荷受毎

にサンプルが採取され、格付け、審査がおこ

なわれ評価される。格付された同一品種の茶

は等級毎に冷蔵倉庫に格納される。清涼飲料

パッカーの受注を受けて、再製加工にまわさ

れ、飲料原料用に仕上茶が製造される。

（注６）飲料向茶葉原料の供給では、商社と系列関

係の強い三井農林、朝日茶業、丸紅食料な

どの取扱いが多いとみられる。

６　荒茶流通の課題

∏ 価格形成の課題

茶市場は、茶の円滑な取引をはかり、生産、

流通の活性化をはかる役割を担っている。流

通構造や時代の変化に伴い、市場機能も変化

しつつある。しかしながら公設市場の最も重

要な機能として価格形成と価格情報の公開が

あり、こうした公益的機能を発揮するための

条件整備が不可欠である。

近年の独占禁止法適用の考え方は、むしろ

集中を排除しない傾向にある（注７）。しか

し荒茶取引における価格形成は、荷口単位に

おこなわれており、売り手は小規模な荒茶工

場・生産者である。一方、市況を左右するよ

うな特定実需者の取引は独占禁止法の理念に

反するものである。店頭小売価格から逆算し

て、原料価格を決める考え方は、市場の価格

形成には馴染まないものである。特定実需者

による調達は、むしろ斡旋取引や市場の価格

形成に影響が少ない取引形態を主体に考える

べきである。

（注７）この背景には、米国の独禁法政策における

シカゴ学派やコンテスタビリティ理論の考

え方が影響している。
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π 品質評価の課題

市場流通は、取引の効率化や情報化という

方向にある。荒茶取引は、取引単位が小さく

流通コストが高くなるという課題があった。

しかし農産物の評価には品質という要素が

非常に重要である。荒茶取引は品質による価

格差が大きく、品質の評価が市場価格に反映

している代表的な農産物といえる。荒茶取引

において、品質が適正に評価されてきたのは、

見本取引により買い手や仲介者が、品質を見

極め値決めするという商慣行が形成されてき

た結果といえる。そのため同じ荒茶工場で生

産させた荒茶であっても、買い手や取引日等

によって価格が異なり一物多価的要素が強い。

これに対し、特定実需者のニーズは、均一

な品質、安価な原料調達、大量流通を志向す

る。元々、荒茶の取引においては、小口取引

による茶商や中小加工業者の実需が主体であ

った。こうした実需の両極化が混在している

ところに課題があり、流通面での棲み分けを

はかる施策が求められる。

∫ 地方市場の活性化の課題

荒茶を原料とする仕上茶の場合、大きくい

って流通銘柄と産地銘柄が形成されており、

銘柄茶は国内産地と深く結びついてきた。し

かし、大手業者による仕上茶流通は、量販店

を通じての大量販売を志向しており、荒茶の

仕入れも大型化している。これは、地域と結

びついてきた地方市場の存在を脅かす結果と

なっている。

地方市場による取引は、荷口ごとに品質が

異なり、品質重視を志向してきた地元加工・

流通業者のニーズに適合したものであった。

特に地域特産的な農産物については、大量流

通とは異なる流通の仕組みが重要である。ま

た荒茶を含め地域農産物や特産物の地方市場

上場は積極的に進められるべき課題といえる。

７　むすび

伝統的な荒茶取引においても、流通や消費

者購買行動の構造変化に伴う影響が否応なく

押し寄せてきている。これに対し、産地や加

工業者、流通業者の構造改革が求められてお

り、国内産地や中小零細業者は厳しい現実に

直面している。特に特定実需者の影響力が非

常に大きくなっており、中小零細業者の特色

が出せなくなっている。

中小零細な加工・流通業者と大手の特定実

需者のニーズは異なるものであり、異質な要

素が流通機構に混在している。本来、特定実

需者向供給は、加工原材料対策として実施さ

れるべきであり、生産、加工・流通を全体と

して把握し、施策を構築する視点が求められ

よう。

（鴻巣　正）


